
（単位：千円）

506,331 76,803

452,708 48,095

630 10

16,046 9,950

24,397 8,236

3,909 6,816

5,342 3,693

2,339 11,060

455 9,585

280 1,475

77 87,863

360

△215

186,133

179,417 604,601

9,072 50,000

1,551 218,564

1,371 218,564

7,546 336,036

9,001 12,500

556 323,536

1,429 86,000

82,681 237,536

941

65,264

4,635

3,454

198

983

2,080

1,890

140

50 604,601

692,464 692,464

資　　 産 　　の 　　部 負 　　債 　　の 　　部

２０２２年１２月３１日現在

第５８期  　決 　算　 公　 告

広島県呉市阿賀南七丁目1番56号

広島ガス呉販売株式会社

代表取締役社長　長瀬　誠義

貸　　　借　　　対　　照　　　表

科　　　　 目 金　　　　額 科　　　　 目 金　　　　額

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

受 取 手 形 未 払 金

売 掛 金 未 払 費 用

未 収 金 未 払 法 人 税 等

商 品 ガ ス 未 払 消 費 税 等

商 品 器 具 預 り 金

貯 蔵 品 固 定 負 債

立 替 金 退 職 給 付 引 当 金

仮 払 金 役員退職慰労引当金

未 収 入 金 負 債 合 計

積 立 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 純　 資　 産　 の　 部

有 形 固 定 資 産 株 主 資 本

建 物 資 本 金

建 物 附 属 設 備 資 本 剰 余 金

構 築 物 そ の 他 資 本 剰 余 金

機 械 装 置 利 益 剰 余 金

容 器 利 益 準 備 金

貸 付 消 費 設 備 そ の 他 利 益 剰 余 金

工 具 器 具 備 品 別 途 積 立 金

導 管 繰 越 利 益 剰 余 金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

一 括 償 却 資 産

土 地

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

保 証 金 純 資 産 合 計



重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法       

固定資産の減価償却の方法        

引当金の計上基準            

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

貸借対照表等に関する注記

減価償却累計額の金額          

有形固定資産の減価償却累計額           579,726,246円

当期純損益金額

  当期純利益の金額     26,237千円

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

個 別 注 記 表
 ２０２２年  １月  １日から

 ２０２２年１２月３１日まで

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法                        

   移動平均法による原価法によっております。                   

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法                        

  最終仕入原価法による原価法によっております。 

(1) 有形固定資産                                 

  定率法を採用しております。                          

  ただし、１９９８年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 

  ２０１６年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を 

  おります。                                  

(2) 無形固定資産                                 

  定額法を採用しております。                          

  のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。 

(1）貸倒引当金    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法人税法の 

         規定による法定繰入率により計上するほか、個々の債権の回収可能性 

         を勘案して計上しています。                   

(2）退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく自己都合期末要 

         支給額（中小企業退職金共済制度により支給される部分を除く）を計 

         上しています。                         

(3)役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職金規程に基づく期 

          末要支給額を計上しています。 

(1) リース取引の処理方法                             

  リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引について 

  は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。        

(2) 消費税等の会計処理                              

  消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 
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